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大田原市観光振興に関する受託研究報告
1. はじめに
研究員古屋秀樹(国際観光学部国際観光学科教授)
研究員須賀忠芳(国際観光学部国際観光学科教授)
客員研究員井上博文(東洋大学名誉教授)
本稿では、平成29年度に実施した大田原市(栃木県)の魅力を首都圏に伝える情報発信の強化ならびに
大田原市に人を呼ぶための新たな観光施策の検討を目的とした受託研究について報告を行う。栃木県北東
部に位置する大田原市は、 7.5万人の人口を有しており、かつては大田原城の城下町、奥州|街道の宿場町と
して賑わった。平成28年の観光客入込数は年間 325.7万人(栃木県資料)で，その内訳は旧大田原市 189.9
万人、旧湯津上村61.6万人、旧黒羽町74.2万人となっている。また、大田原市観光客宿泊数は42，520人
(うち外国人 1，223人(うちアジア・中東 1，092人))となっており、経済効果を考えると、さらなる宿泊
者の獲得が重要といえ、観光を通じた地域振興に期待が寄せられている。人口減少、超高齢社会の進展が
叫ばれる中で、観光を用いた交流人口や移住者の増大、それにともなう地域における消費活動や経済効果
の増大、首都圏における認知度向上が期待されている。
これらを背景として、大田原市の魅力を首都圏に伝える情報発信の強化や大田原市に人を呼ぶための新
たな観光施策を念頭として、産官学連携のもとに首都圏に居住する大学生からの視点による効果的な事業
の立案にむけた検討を古屋研究員、須賀研究員ならびに井上客員研究員の3名で、行った。
2.大田原市の観光資源を活用した観光振興策の検討(古屋研究室)
大田原市の魅力を首都圏に伝える資源の磨き直しゃ情報発信の強化を問題意識として、2年生ゼミ生とと
ともに、誘客ターゲットとして、外国人旅行者ならびに日本人高齢者を対象とした分析を行ったO
2.1 中国人観光客をターゲットにした観光振興策
(1) 分析の狙いならびにターゲット選定理由
本節では、外国人旅行者に着目しながら大田原市の観光振興策について検討することを目的としている。
この際、観光振興策の具体的な定義として、「大田原の認知度を上げるJI外国人の来訪者数を増やすJI大
田原だけのブランドを作る」の 3点を設定した。なお、ここでは、訪日外国人旅行者の中でも上位2位を
占める中国人旅行者 (735.6万人、対前年伸び率比 15.4%(2017年))ならびに台湾人旅行者 (456.4万人、
9.5%(同))を対象とする。中国人の国外旅行目的地で日本は第2位であり、これからも日本を含むアジア
系地域の目的地としての人気が続くとされている。さらに、円安やピザの緩和政策による効果もあり、爆
買いに代表されるように旅行者 1人当たりの消費額も高い。さて、一般に団体旅行で訪日する中国人旅行
者像が想定できるが、実際には「自由行J(個人旅行に相当)が全体の7割を占めるため、旅行者の噌好に
合致した資源、活動メニューの情報提供等を行う必要性が高い。さらに、栃木県への国籍・地域別観光客
数を見ると、台湾、中国が上位2位を占める一方、大田原市への訪問者数が少ないことがわかる。大きな
ポテンシャルを有している中国語圏からの旅行者を誘客するためには、大田原の強みを見つけ、それを生
かしたマーケテイング施策の検討、実施が必要不可欠といえる。
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(2) ターゲ、ツトの特徴と旅行動向ならびに誘客のための提案
外国人は、国籍等により噌好、行動特性の差異が想定できるため、それらを的確に把握しながら、施策
への落とし込みが必要となる。各種の資料を参考にしながら、中国人旅行者の動向ならびに旅行の特徴と
して、以下の8つを抽出することができた。
①自然・風景への需要が高い、②フリープランで動く"自由行“が増加、③交通が便利!と評価、④モノ
消費からコト消費へ(買い物→体験を好むように)、⑤イチオシのお土産は日本酒、購入場所はスーパ
ーマーケットが人気、⑥旅行情報の収集:インターネット!!、⑦来日は 10月がピーク、⑧吃喝玩楽(食
飲遊楽(中国人ならだれで、も知っているこの言葉)) 
以上のことを踏まえて、観光振興策として3つの案を検討したO
2.1) 星空で東北にいる人を呼び込もう!
JAPAN RAIL PASSは外国人旅行客に向けて販売している定額制の切符で、期間内であればJRの電車、
新幹線を自由に乗車できる。もう一つは、 iJR東北周遊券JiJR新潟周遊券」などの周遊券がある。都心
から東北地方に向かう外国人は 10万人以上にも上るため、これらのチケットを利用して東北地方に向かう
中国人を大田原に誘客できると考えられる。
2.2) 健康!美容!大田原満喫パスツアー
外国人観光客が日本滞在中にあると便利な情報として、交通手段、飲食倍、買物場所、観光施設などが
あげられた。求められてし、るものを組み合わせれば、観光客も容易に参加可能と考え、中国人に対して訴
求力が大きい健康や美容をテーマとしたパスツアー造成案が提案できる。
2.3) 資源、の活用(唐辛子畑に価値付けをする)
昭和38年頃の大田原には赤色が一面に広がる唐辛子畑が存在した。現在、このような唐辛子畑を復興中
で現在は栽培農家数が 100軒まで戻り、ここから 300軒まで増やすと、この景色が復活することを大田原
視察の際に伺うことができた。訪日中国人は20・30歳代が多いため、この世代にウケの良いと考えられる
唐辛子畑を使った誘致策が提案で、きる。また、中国人が旅行先を決めるときに、インターネットで口コミ
サイトを利用する割合が高いため、今回中国の大手旅行口コミサイトの“MAFENGWO"にあらたに大田
原市のページを作成した。
(3) まとめ
中国人観光客の動向と大田原の持っているポテンシャルを組み合わせて外国人客誘致案を提案したが、
改めて大田原には数々の外国人を誘致できる要素を持っていると考えられる。今回の提案にはテーマがあ
り、そのテーマを使って旅行者だけで、なく地元住民や事業者すべての人が“笑"顔になってもらうことが
外国人誘致と同様に大事なことだと考えられる。
2.2 高齢者をターゲ、ツトとした観光誘客策の検討
(1) 研究の目的とターゲ、ットの特徴
本節は、高齢者を誘客ターゲットと想定した上で、 1)直接的な誘客が狙える観光振興策の検討、ならび
に2)大田原市のイメージ定着、認知の向上をねらいとした観光振興策の検討を目的とする。
まず、大田原市や栃木県の観光の現状を各種資料で把握したところ、下記のような特徴が把握できた0
・栃木県の年間観光客入込み数:約9900万人 (H27) (うち大田原市観光客入込数:約 320万人)。
・大田原市に来訪する年代は 40歳代以上が約 60%以上を占める。
46
0123456789
46
-関東固から大田原市への宿泊観光客は東京都ならびに神奈川県居住者が、各々30%、36%を占める。
このように、比較的高齢者が現状の来訪者層の多くを占めることがわかる。さらに、高齢者の特徴につ
いて調べた所、下記の点が明らかとなったO
.60歳以上の 1世帯あたりの貯蓄額は約2300万円と高く、観光消費額も高いことが見込まれること0
・我が国の人口の約3害IJが高齢者であり、市場規模は大きいこと。
-高齢者の消費意向の第2位が旅行であり、旅行実施に前向きであること。
-他の年代と比べ、高齢者は金銭と時間の余裕があり、旅行実施のポテンシャルが高いこと。
(2) 観光振興策の考え方
観光振興のためには地域資源のプラス面を最大限に活かし、交通条件などのマイナス面を最小限にする
ことが重要となる。そこで、競合の存在があるものの、大きな需要が見込むことができる「花の鑑賞(紫
陽花などの花見イベント策)Jの有効活用が考えられる。それに対して、市場規模は大きくないものの大田
原の資源の磨き直しにより潜在的訴求力がある市場に目を向ける方策も考えられる。この視点として、高
齢者と孫が一緒に旅する旅行形態、ならびに俳句を使ったテーマの設定が考えられる。これらはニッチ市
場へのアプローチと考えられる。
(3) 具体案
3.1) くろばね味彩(あじさし、)祭り
高齢者の旅行の行き先決定で重視するものが「自然・景色」であることから「花の鑑賞Iプログラムに
ついて検討をおこなう。現状、大田原市内で行われている花見イベントには、さくら祭り (4月・龍城公園)、
くろばね紫陽花祭り (6月・黒羽城祉公園)、佐久山紅葉祭り (11月・御殿山公園)など四季折々のイベン
トが開催されてし、るが、十分な誘客であるとはいえない。そこで、大田原市と県内・県外競合イベントと
比較を行なったところ、他に大きな競合のある桜や紅葉を使ったイベントと違い、くろばね紫陽花祭りは、
栃木県内でも最大規模の祭りであるため、大田原市にとって有用な資源であると判断した。
3.2)孫旅~自由研究プラン~
観光資源の魅力度が必ずしも高くないことから、大田原市への観光来訪動機の醸成が必要であるため、
観光資源の磨き直しをし、有効に活用することが重要で、ある。ここで、なかがわ水族園や天文館などの学
習向け観光資源に着目したところ、夏休みの自由研究イベントや体験での有効活用が見込め、高齢者とそ
の孫が同伴する旅行が考えられる。そこで、“旅行ついでに夏休の自由研究を完成させちゃおう， "をコン
セプトに「孫旅 III大田原~自由研究プラン'"-'Jを提案する。
大田原市で行う自由研究は、高学年 (5'"'-'6年生)を対象とした理科・社会・図工とし、なかがわ水族園
やふれあいの丘天文館、吉岡食品工業での実施が想定できる。
3.3)俳句の活用
大田原市は、松尾芭蕉が奥の細道の過程で長く滞在したことで有名ではあるが、俳句需要が高まる一方
で、それ自体による来訪の動機醸成は弱し、と考えられる。そこで、「奥の細道」の「奥」の意味を古典にお
ける「物事の終わり」の意味ととらえ、「人生(みち)の途中の大田原」とし、う大田原独自の俳句イメージを
与える事を提案する。
(4) まとめ
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本節では、高齢者を誘客ターゲットと想定した上で、 1)直接的な誘客が狙える観光振興策の検討、なら
びに 2)大田原市のイメージ定着、認知の向上を狙いとした観光振興策を、主に 3つの観点から提案を行っ
た。これら 3つの提案は、個別の役割や効果を持っており、様々な視点から集客へのアフ。ローチを行うこ
とで、より効果的な誘客が可能と考えられる。
3.大田原市の文化資源、文化施策を活用した観光振興策をめぐって(須賀ゼミ)
大田原市からの受託研究として、昨年度に引き続き、当ゼミ学生、 2、3年次 16名を「大田原調査班」
として編制し、当市における観光振興策を、当市の文化資源、文化施策からし、かに活用できるかとした観
点を中心に調査研究を行なった。
3.1 I芭蕉コンテンツj をし、かした教育旅行の検討~フォトロゲイニングの活用~
(1) I芭蕉コンテンツj の形成
大田原市の黒羽地区は、松尾芭蕉が『おくの細道』執筆に関わる行程で最長の 14日間滞在したことで知
られている。その間、芭蕉は、参禅した仏頂禅師ゆかりの雲巌寺や、歌枕として知られた那須の篠原、西
行がその和歌に詠み込み謡曲としても知られた遊行柳などを訪れたほか、那須与ーに関わる寺社としての
光明寺、金丸八幡宮(現、那須神社)、温泉神社も訪れている。加えて、その滞在中、同紀行で最初の歌仙
興行がなされたことも注目に値するものであり、当該歌仙には、芭蕉や曾良、浄法寺秋鳴(高勝)・鹿子畑
翠桃(豊明)らの他、地元の庶民三人も名を連ねており、このことについて、蓮実彊の論も引きながら、
新井敦史は、「当時の黒羽には蕉円の俳壇が存在していたと考えられ、こうした文化的風土も芭蕉の長期滞
在を支えた一つの要因jであったであろうと分析している(新井、 2012)。臣蕉ゆかりの地としての当地の
特色に関連して、 1989年に、第 1目黒羽芭蕉の里全国俳句大会が開催され、その後も毎年開催されている
ほか、同年には黒羽町芭蕉の館(現、大田原市芭蕉の館)が開設され、当館では、芭蕉が黒羽に滞在した
期間を太陽暦に置き換えた5月21日から 6月3日には芭蕉に関するテーマ展を開催している。また、那須
神社は、 2014年、国指定名勝としての「おくのほそ道の風景地Iに、岩手県平泉町の高館、秋田県にかほ
市の象潟及び汐越など、他の 24箇所とともに選定されている。黒羽地区には、『おくの細道』にちなむ句
碑が 10個建てられており、それらをめぐる「くろばね句碑めぐりMAPJ も大田原市観光協会によって、
作成、発行されている。
(2) I芭蕉コンテンツj の認識
当地は、芭蕉ゆかりの地としての特筆すべき特徴を持つ地域で、あるが、一方で、その認知度は高くない。
昨年度、今年度共に、学生らによる面前聞きとりでのアンケートで、観光者の約半数は、芭蕉の黒羽への
長期滞在の事実を認識していない(集計数は、 2016年度39、2017年度460 以下、数字は集計数)。また、
地域住民でも、その認知度は6、7割程度で、約3割は知らない、と回答している (2016年度80、2017
年度30)。このことは、大きな課題として掲出すべきだろう。西村幸夫は、地域に内在する特性としての
地域資源について、「他とは異なった独自性にこそ魅力があるのであり、たんなる消費財として一般化でき
るものではなしリとし、地域資源の活用を通して「経済の活性化に繋げるもっとも説得力に富んだ、方策」
を現在の観光のあり方に見出している(西村、 2009)。その際、地域において、市民が都市生活に感じる誇
りや愛着のことを示すとするシビックプライドは、その施策に大きく寄与することとなるであろうし、ま
た、当該施策の展開は、その醸成にも強く影響していくことは間違いないであろう。同時に、地域の歴史
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文化への理解は、シビックプライドを高めていくものとなるであろうことも推察できる。近年、若年層を
中心に、地域文化、歴史への理解が乏しく、それが、地域アイデンティティとシビックプライド創出との
断絶に連関していると見て取ることができる。「芭蕉コンテンツjについて、学校教育・社会教育を通じた、
地域からの再認識が図られることで、それが、さらなる観光施策として反映されてし、くことになるに違い
ない。
(3) I芭蕉コンテンツjの活用
「芭蕉コンテンツjを活用するにあたって、黒羽地区において、「体験型I教育旅行として「ウオークラ
リー」や「フォトロゲイニング」による学びを実践することは一つの方策で、あろう。修学旅行に代表され
る教育旅行について、単に「友人と楽しく過ごすJことに力点が置かれがちで、各観光地を漫然と眺める
だけで、あったり、既定の体験プログラムをただこなすだけで、あったりと、当該旅行において何の問題意識
をも覚醒させることなしに終えてしまうことが多いことは、つとに指摘されている(須賀、 2013ほか)。
また、前述の通り、「くろばね句碑めぐりMAPJが作成され、その周遊化が図られつつも、それを積極的
に活用しようという動きは見出せないのが現状である。
そうした中で、「フォトロゲイニングJを教育旅行で実施することで、当地域の「芭蕉コンテンツ」を楽
しく学ぶ機会を提供できるとする見方が、ゼミ学生から提示された。フォトロゲイニングとは、「地図をも
とに、時間内にチェックポイントを回り、得点を集めるスポーツjであり、「チームごとに作戦を立て、チ
ェックポイントでは見本と同じ写真を撮影Jし、「チェックポイントに設定された数字がそのまま得点とな
り、より合計点の高いチームが上位」になるというもので、ある(日本フォトロゲイニング、協会「フォトロ
ゲイニング公式サイトJ参照)。当該ゲームの特色は、体を動かしながら、「点だけでなく線や面でも地域
を知ること」ができるとともに、「チームの楽しさ」を体感しつつ、「地図に親しむJことともなる(同前)。
例えば、日本大正村としてまちおこしが進む、岐阜県恵那市明智町で行われた「日本大正村フォトロゲイ
ニング2017Jでは、「チーム対抗で楽しかったJI明智町について知ることができたIとしづ参加者の声や、
「地元に住んでいても知らないことばかりで今回のイベントを通じて新たな発見があったj とする地元住
民の声も寄せられてし、るとしづ。正に、教育旅行等を同地で実施し、こうした取組みが行なわれれば、地
域住民も含めて、当地における「芭蕉コンテンツj を広くしらしめることにつながり、観光施策として有
力な方策となりうるに違いない。
3.2 大田原市芸術文化研究所を活用した教育旅行の検討~文化政策に着目して~
(1) 文化政策への着目
文化施策に基づく「人聞の安全保障jのあり方をもとに、「カルチュラル・セキュリティjの概念形成を
説く渡辺靖は、東日本大震災からの復興における「心の支え」としての文化の役割を強調し、「あるときは
復興のシンボルとして、あるときは自己を取り結ぶ場として、そして、あるときは彼岸に寄り添う心の架
け橋」となったと述べている(渡辺、 2015)。文化政策は、地域おこしとしてのソーシャル・キャピタルの
醸成とともに、地域間ひいては国家聞における競争力の源泉としてのソフトパワーの形成にも連関してい
くものとして改めて注目される傾向にある。
そうした中で、大田原市には、大田原市芸術文化研究所が開設され、市民のための芸術文化を研究する
施設として利用されている。本節では、当施設を活用した教育旅行のあり方について、検討していきたい。
(2) 大田原市芸術文化研究所の活動と教育旅行の活用
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大田原市芸術文化研究所は、閉校となった旧両郷中学校舎を活用して、 2014年4月に開設され、当市在
住の彫刻家で、宇都宮大学名誉教授・日原公大氏が所長を務めるとともに、非常勤の芸術文化研究員も配
置され、芸術文化を研究する施設として、地域住民に親しまれている。各教室は、多目的室、工房、工作
室といった作業のできる場所から、常駐する芸術家による、芸術活動のアトリエとしても利用されている。
施設内には、海外の芸術家の作品など、数々の展示物も陳列され、さながら美術館の様相も呈している。
各種展覧会も意欲的に開催され、 2017年7月から8月にかけては、「第1回アーテイスト・イン・レジデン
ス・イン・大田原 2017Jが聞かれ、その際は、来場者が制作現場で作家と交流する機会が設けられるととも
に、地域の方々とフランス在住作家との交流会が聞かれるなど、地域との交流も盛んになされ、地域にお
ける文化・芸術の発信拠点として、特徴的かっ独創的な活動に取り組んでいる。
こうした、地域における出色ともいえる施設を活用して、教育旅行を誘致することはできないだろうか。
特に中学生、高校生などの部活動、とりわけ美術部での合宿活動などに利用することは一つの方法として、
ゼミ学生が案出した。中学生や高校生の部活動であれば、夏場に合宿などをすることは珍しくない。しか
しながら、そうした活動は、体育系の部活動に限られ、文化系部活動、とりわけ、美術部の活動で実施さ
れることはほとんどない。対戦相手を求めて遠征することや、既定の大会までにコンディションを高める
ことなどを目的に、体育系、あるいは吹奏楽部などの音楽系部活動は合宿を企画することは多くあるもの
の、美術部においては、そうした目的、名目が立てにくいこともあり、合宿して外に出るという機会は、
皆無といってもよいだろう。しかしながら、創作意欲を高める環境や、広く創作できる活動場所を校外に
見出し、一定期間の活動に従事することができれば、これまでには制作できなかったであろう作品を創り
出すことにつながってして可能性もあり、創作活動において、大きな刺激となるにちがいない。
そうした中で、大田原市芸術文化研究所は、広さの十分にある施設内の活用はもちろん、施設に併設さ
れている旧校庭をダイナミックに使ったアートや、大きな木材を使った創作活動など、のびのびと創作を
することが可能になる。常駐する芸術家の方に、制作を進める上でのアドバイスを受けることも可能で、あ
り、芸術の舞台の最前線で活動する方々から受ける刺激は、美術を志す中高生にとって、かけがえのない
ものともなるにちがし、ない。実施にあたっては、体育系部活動とは異なり、部の予算も多くはなく、遠征
費用等も計上されてはいないため、実施時の経費の面が気がかりとなるが、大田原市は、都内からさほど
遠くない場所であるため、旅費や移動時間に関する懸念も低くなるだろう。特に首都圏の学校や、栃木県
内の中高生の部活動での利用は、視野に入れることが可能となるのではなし、かとゼミ学生らは居科してい
る。さらに活動する生徒側から見てより魅力的に感じる施設を目指そうとすれば、創作活動には必須とな
る画材等の販売を施設内で行えることがより望ましいとしづ。また、移動時間の負担を減らし、時間を問
わず自分のベースで制作ができる利点から、施設内に簡単な宿泊施設があれば望ましいともしづ。宿泊施
設をめぐっては、旅館業法の兼ね合いなど困難な事柄があることも予想されるが、こうした施策も可能と
なれば、より魅力的な施設になり得るのではないだろうか。
そもそも、当案を案出した学生は、美術部に所属していた経験があり、当時、「合宿にあこがれていた」
「美術部も合宿したしリといった思いがあり、それが、当該案の提示につながったとし寸。校内事情もあ
って、前述の通り、体育系や音楽系部活動以外の文化系部活動が合宿を実施することは難しいことも実際
で、当案は、学生らしい、率直かっ素朴な提案で、はある O しかしながら、中学校・高校の文化系部活動生
徒の、合宿をめぐる需要は確実にあり、なおかつ、当該対象を、大学のサークル活動等まで、広げれば、実
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施の可能性は格段に高まるものとも考えることができる。学生らの想、いをかなえる場所として、正に、当
地はその誘致を積極的に進めるべきであると捉えることができるのである。
(3) 文化政策と教育旅行
文化政策と教育旅行をめぐっては、秋田市の取組みは顕著なものがある。秋田観光コンペンション協会
では、修学旅行を誘致するため、修学旅行の体験メニューなどのモデルコースを設定し、とりわけ、芸術
に関わる体験メニューを開設していることが特徴的である(秋田観光コンペンション協会「秋田市わくわ
くWalker・修学旅行体験メニュー・芸術に触れる体験メニュー」参照)。同市における文化政策では、秋
田公立美術大学の存在が大きい。同大学は、それまでの教育機関を母体に、 2013年に開学し、地域に聞か
れた大学づくりを掲げて、地域との関係性を重視している。修学旅行の体験でも、水と縁に固まれたキャ
ンパスで美大生と一緒に実践的な創作体験ができるとして告知しているほか、美術大学のため指導者や設
備が充実しており、短時間だがガラス、漆塗り、陶芸を初めとする本格的な体験のなかでものづくりに対
する理解を深めることもできる。そのほか、秋田市の伝統的郷土人形「八橋人形jづくり体験、黄綬褒章
を受賞した名工による漆塗り体験など、現代アートや秋田市の伝統芸術を学びながら作ることができるメ
ニューとなっている。さらに秋田市では観光や芸術などの体験メニューに加え、国際教養大学の学生や院
生たちと交流する語学留学のような体験合宿も行っている(同「学び太鼓判!おすすめ教育旅行プラン」
参照)。このように、「本気で、学びに取り組むI教育旅行を秋田市は特に推進している。これらのことから
秋田市は、地域の文化や施設、学校とうまく連携し教育旅行の誘致に取り組んで、いることがわかる。
地域における文化政策は、地域における意識の高まりやそのアイデンティティ醸成にもつながるととも
に、観光施策としても有効になる。とりわけ、それが教育旅行に向けられた場合には、その主体に対して
大きな効果を生み出すことが予想される。大田原市の施策として、旧校舎を活用したハード面と、新進芸
術家を常駐させるソフト面とを持ち合わせて、地域における芸術活動に特徴的な取組みをみせる大田原市
芸術文化研究所を活用することで、芸術と観光の双方の動向を結びつけることが可能となると思われるの
である。
3章引用文献
・新井敦史「芭蕉の訪ねる那須家の史跡I山本隆志編著『那須与一伝承の誕生歴史と伝説をめぐる相魁』ミネルヴ、
ァ書房、 2012年0
・須賀忠芳 rr学ぶ観光」としての修学旅行の意義とその課題 福島県立会津高等学校の取り組みから 」日本国際
観光学会『日本国際観光学会論文集Jl20号、 2013年0
・西村幸夫「観光まちづくりとは何かーまち自慢からはじまる地域マネジメン卜」西村編著「観光まちづくり』日本交
通公社、 2009年0
・渡辺靖 r<文化)を捉え直す カルチュラル・セキュリティの発想」岩波新書、 2015年。
-秋田観光コンペンション協会「秋田市わくわく Walker・修学旅行体験メニュー・芸術に触れる体験メニュー」
ht七ps://akita"wakuwaku"walker.jp/art/ (2018年2月 15日閲覧)。
・同I学び太鼓判!おすすめ教育旅行プランJhttps://akita"wakuwaku"walker.jp/educationJ (2018年2月15日閲覧L
・日本フォトロゲイニング協会「フォトロゲイニング公式サイトJhttp://phoωrogaining.com/ (2018年2月15日閲覧)。
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4.大田原市における観光組織を考える
大田原市・観光協会・商工会議所及び大田原ツーリズムを中心に(井上客員研究員)
4.1 はじめに
大田原市の歴史を見ると『手にすくう水もなし』と詠われた荒れ地那須野が原(扇状地)の中にあっ
て、大田原市は扇端湧水地帯付近に位置し比較的水の便lこ恵まれている。そのため古くより奥州街道の宿
場町として繁栄し、また戦国時代より続いた大田原氏の居城・大田原城の城下町でもあったO 旧市街地に
は城下町時代の往時を偲ばせる、敵の来襲に備えた狭い道、鍵型に曲がった道などの面影が随所に残る。
栃木県北地域の政治経済文化の中心的役割を担ってきたと言える。市内には屋島の戦いの英雄として知ら
れる武将・那須与ーの墓所や、俳聖・松尾芭蕉が滞在し立ち寄った史跡などが存在する。これらの人物ゆ
かりの地として催しなどの町おこしも行われている。
こうした観光の魅力をより広めようとするには、受け入れ側の行政・観光組織が積極的に対応する必要
がある。本稿においては大田原市の観光を推進している大田原市役所、観光協会、商工会議所、大田原ツ
ーリズムを中心に地方観光組織のあり方について検討しようとするものである。
4.2 大田原市の観光施策と担当部署
大田原市においては観光基本計画の策定は今までされてこなかった。それに変わるものとして「おおた
わら国造りプランjの中の観光振興に関する項目で次のように推進しようとしている。
(1) 現状と課題
① 従来のお祭りやイベントに加え、大田原市イメージキャラクターの「与一くんj を活かしたイベン
トのほか、グルメイベントを開催することにより、新たな集客を図っている。また、大田原市特産の
唐辛子を使用した商品開発や、地酒による地域おこしも進めている。これらの特産品を大田原ブラン
ドとして認定・PRし、更なる発信力として活用するための取組みを進める。
② 平成23年に229万人に落ち込んだ観光客入込数は、直近では300万人まで回復したものの横ばし、
状態である。
③ アンテナショッフOの活用を始め、特産品や観光・イベント情報の発信強化及び効果的な情報発信方
法の検討をする。
④ 点在する観光施設の既存ルートの充実を図るとともに、観光客のニーズにノ合わせた新たなルートを
作成する。また、農家民泊、農業体験のグリーン・ツーリズムの充実を図るとともに、豊かな自然や
魅力ある地域資源など、小さな観光資源を活用した体験型・着地型観光の取り組みとして、ニューツー
リズム事業を推進する。
⑤ 観光協会の強化を図り、平成30年に実施される JRグループOの「ディステイネーションキャンベー
ン」等を有効活用した、積極的な情報発信及び観光交流の推進を行う。
⑥ 広域連携に向けた取組みは、観光発信力を高めるためにも友好であることから、八溝山周辺地域定
住自立圏の産業観光部会の活用等により、広域的な観光ネットワークを構築する。
⑦ 今後増加が見込まれるインバウンドに対応した観光施策の取組みを進める。
(2) 観光施策の方向
大田原市は、魅力ある地域資源を観光コンテンツとして活用し、国内外からの誘客を推進する取組みを
強化し、定住自立圏構成市町の連携により、市の枠を超えた観光フJログラムの開発と観光情報の発信を目
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指そうとしている。また、農林商工業とも連携し、移住定住につながるグリーン・ツーリズムの推進を図
るほか、中山間地域に残る美しい風景や懐かしい木造校舎をフィルム・コミッションに登録し、地域間交
流の促進や交流人口の拡大を図ることで観光産業の強化に努めようとしている。
(3) 基本事業と具体的な取組み
①魅力ある観光づくり
広域連携による観光資源を活用した誘客の拡大、グリーン・ツーリズム事業の更なる推進、大田原ブラ
ンドZE定制度の推進、景観や地域グルメ等を活用した観光フOログラム・特産品の開発、イベント等を活
用した地域観光情報の積極的な発信、観光案内人の養成と拡充、インバウンド対策の推進、日本版DMO
の設置
②観光施設の整備
情報発信施設の充実、観光拠点施設の維持、観光地へのアクセス性の向上
③広域交流事業の促進
アンテナショップの活用促進、観光資源を活用した都市部との交流促進、旧須賀川小学校の活用促進
④大田原市の観光行政担当する部署
以上の観光の現状と課題を踏まえて施策を担当する部署は、産業振興部商工観光課である。業務内容に
よって2つの係が分担している。
観光地域振興係: 観光、物産の振興、観光情報の提供、観光施設の整備、観光団体の指導・連絡調整、
観光ボランティアの育成、まつり等の開催、地域イベントの支援
観光交流係 グリーン・ツーリズム、都市交流、広域連携、 DMO、インバウンド
4.3 大田原観光協会の組織と役割
地域の観光協会は、地方行政との関わりでは一番中心的な役割|を担っているところが多い。しかし、大
田原市の観光協会は未だに任意団体であり、観光の中核を担う組織としては心もとないと考える。大田原
市の観光協会の歴史的な伍樟を見ると、|日大田原市では商工会議所が観光協会の役割を担っていた。現在
の観光協会は、 1市2町が合併した折に黒羽地域の観光協会をもとに市の観光協会が設置されたものと考
えられる。その経緯から観光協会は黒羽支所内に位置づけられている。
協会の会員数は246団体で観光関連業が中心で、幅広い業界団体は参加していないのが現状である。職
員は専務理事の他に5名の職員が総務部、情報部、事業部の仕事を分担している。観光予算の約8害IJは観
光協会を経由してまつり、イベント等の実行委員会に援助しているところを見ると市行政は観光協会を重
要視しているのは間違いない。
さらに、観光企画を独自で提案できる体制が必要である。それには、国内或いは総合旅行業務取扱管理
者資格を所持する職員の雇用と第3種旅行業の資格取得である。
4.4 大田原商工会議所の品目哉と役割
旧大田原商工会議所は大田原市の観光協会の役割を担っていたため、旧大田原市には観光協会が存在し
ていなかった時期があったようである。その時代においては観光といえば那須塩原市が中心で、大田原市
としてはそれに押されており力が入らなかった時代で、あったのかもしれない。合併後の大田原市になって
からは黒羽地区の観光資源が市内の観光資源として拡大されたのが切っ掛けとなり、大田原観光協会を独
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立した組織として商工会議所が認めるようになったものと考えている。そうした歴史的経緯を見ても商工
会議所は観光協会をパックアップしようと心がけている。
4.5 大田原ツーリズムの京国哉と役割
大田原ツーリズムについては、大田原市役所が唯一出資している観光団体であり株式会社組織である。
この団体の特徴はグリーン・ツーリズムを標梼し農業体験と農泊体験を売り物として精力的な活動を行っ
ている観光団体である。社長はリーダーシッフJを発揮してグリーン・ツーリズムを中心に地域観光を牽引
している。ある意味、この団体と観光協会が統合することで強力な観光協会が設立できればと思うところ
がある。
4.6 4章のまとめ
我が国の地方観光組織は、政府観光組織との関わりが薄いところに問題が所在している。理想的な観光
組織は、政府観光局を中心に国外への観光宣伝、誘客については独立行政法人国際観光振興機構 (JNTO)
そして国内観光振興については公益社団法人日本観光振興協会が担う形式が妥当な組織体制と考える。日
本観光振興協会をもとに地域観光組織、現在ならば県レベル、もう少し広域組織であればブロック別(北
海道、九州|等)の観光組織が必要となる。その下に地域観光協会(市町村レベル)を配する仕組みとなる。
以上のように国の観光政策が全国レベルに行き渡るようにするには観光組織の制度化が必要となるであ
ろう。現在は、観光庁を核として対外的にはJNTOを基に海外宣伝等が上手く機能しているが、園内観光
組織を見ると観光庁と日本観光振興協会の聞には法的関係性がなく、観光政策が地方まで、行き渡っていな
いと言ってもよい。せめて地方観光組織の充実を考えるならば、県レベルの観光政策、市町村レベルの観
光政策によって観光y組織が設置されれば地方観光がよりスムースに運営されると考える。
大田原市の観光振興がよりスムースに行くためには、少なくとも大田原市役所が中心となってどんな観
光組織が一番効果的であるか、関係団体が協同して考えるべき時機に来ているものと考える。
5.まとめ
大田原市(栃木県)の魅力を首都圏に伝える情報発信の強化ならびに大田原市に人を呼ぶための新たな
観光施策検討を目的として研究を行った。その結果、観光資源として、歴史、食、自然が大きな魅力とし
て位置づけられることが明らかとなった。
これらを有効に活用しながら、首都圏等の在住者によりわかりやすい形で歴史資源等の面白さ、興味深
さを訴求するとともに、そのための情報媒体やツアー造成について検討した。これらの主に日本人マーケ
ットに加えて、年々増加する訪日外国人マーケットも重要と考えられることから、それらを対象としたア
ンケート調査を行い、来訪意向、参加意向の高いプログラムについて明らかにすることができた。あわせ
て、観光振興のための地方観光組織のあり方について検討を行った。
今後の課題として、歴史資源の活用策のさらなる深掘り、個性i益れる地域住民へのヒアリングを通じた
魅力的情報発信の検討、経済効果をもたらすフOログラムの検討、外国人旅行者を対象としたより詳細な意
向調査、日本人を対象とした振興策への意向調査、提案した振興策の実施等があげられるO
